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実現へ繋げていきたい。 

石川みどり（防衛大学校総合情報図書館）、堀

江美由紀（神奈川大学図書館）、秋山緑（東海

大学付属図書館中央図書館）、渡邉怜（神奈川

工科大学附属図書館） 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 電子書籍 
電子書籍元年といわれた 2010 年でしたが、

大学図書館での電子書籍の提供はどうなって

いるのでしょうか。討議にあたり各館の電子書

籍の導入状況を確認したところ、参加４大学中、

導入済みが１館、２館が導入検討中、１館が未

検討段階ということが判ったため、主として

「導入を検討するにあたって気がかりな点」に

焦点をあてて話し合いました。 

まず導入検討段階で障害となり易いのが、資

産化できない電子資源を「どの予算で購入する

のか」「登録はどうするのか」といった点です。

既導入館では非資産化資料への支出が可能な

図書資料費から購入していますが、電子資源へ

の支出は年々増加しつつあり、資産化資料のた

めの図書支出を図書資料費へ振り向けて対応

しています。大学図書館の予算が増加しない現

状で電子資源を購入し続けることは、予算につ

いての根本的な見直しにつながっていくこと

は必至であると思われます。また購入した電子

書籍を利用者が検索できるように、OPAC への登

録も必要となってきます。現在多くの電子書籍

について MARC データを入手することが可能で

すが、個々の OPAC に対応させるには各館でひ

と手間かける必要があり、また異なる出版社の

電子書籍を購入すればデータ形式が異なるた

め同様の手間がその都度発生することになり

ます。 

紙媒体とは異なる手間の必要な電子書籍で

すが、一方で「貸出中のため、返却まで待たね

ばならない」事態の回避、いつでもアクセス可

能というメリットは重要で、この特性を生かし

て指定図書を提供するなどのサービスも検討

されています。しかしながら現状販売されてい

るのは英語圏の資料が主であり、学部学生が、

ひいては大学図書館が求めている基本的な日

本語の学術書を入手することは難しく、図書館

でサービス展開できない一因に「欲しい資料が

ない」という状況が考えられます。 

慶應義塾大学メディアセンターが 2010 年よ

り開始した「電子学術書利用実験プロジェク

ト」はこの状況を踏まえ、大学図書館が求める

日本語の学術書を出版社の協力のもと電子化

し、利用モデルを確立しようという取り組みで

す。現在はパイロット段階として、学生モニタ

ーによる iPad を使った第一期実験を行い、プ

ラットフォームの評価や他の電子書籍システ

ムとの機能比較を行っています。そして 2011

年度末にかけて、コンテンツの充実や機能の拡

張を行いつつ第三期までの実験を予定してい

ます。* 

日本語の電子書籍が話題になる一方で、図書

館向けのモデルがないために現在大学図書館

は試行錯誤の段階ですが、以上の例の様に図書

館向けモデルを少しずつでも自前で切り拓こ

うという試みをしようと動き出しています。

「求めるひとに求めるものを」提供できる図書

館へと、今後もその取り組みを続けて行かなけ

ればならないと思われます。 

*参考：電子学術書利用実験プロジェクト

http://project.lib.keio.ac.jp/ebookp/ 
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小嶋俊之（防衛大学校）、大橋史子（慶應義塾

大学湘南藤沢メディアセンター）、唐澤良英（湘

南工科大学）、飯泉慎也（専修大学） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ 広報 
広報の大きな目的に、図書館の利用を向上さ

せることが挙げられますが、各大学においてそ

の目的達成にどのような手段や手法を以て取

り組んでいるか、取り組みの成果や効果又は課

題や問題点については発表し、それぞれの成果

のあった要因又は課題となった原因等につい

て意見交換を行いました。 

先ず、多くの大学とも共通して行っている広

報の手段として、ホームページ、掲示板、館報

による図書館の行事（企画・展示等イベント、

講習会・研修会、各種ガイダンス、施設案内等）

の情報提供が挙げられました。但し、これらは

これまでの広報の常套手段として重要な媒体で

はあるものの、近年、人材、予算等の制約から

新しいイベントや企画の創出が困難になってき

ており、イベント等情報を得ているものの参加

者が集まらない等の問題点も挙がりました。 

 続いて、成果や効果のあった項目について発

表があり、「ツイッター」、「漫画」、「ビジネス

本」、「ベストセラー」、「雑誌・付録」、「効果的

な場所」、「学生協働」等の言葉がキーワードと

して浮かんできました。特に、「ツイッター」、

「漫画」については近年の話題性を含め、各大

学とも興味のある事項であり、取り組み概要、

現状や問題点について多くの質問がありまし

た。「ツイッター」については反響は良いが、

書込み内容についての規制、管理体制及び学内

コンセンサス、モラルへの啓蒙が必要なこと、

又、「漫画」については、選書の基準や取扱が

必要であることが述べられました。そのほか、

ビジネス本、ベストセラー、雑誌にも集客効果

があるが、配置する場所と取扱が重要で、学生

がすぐ目に入る場所にあり、ほしい時にいつで

も借りられる体制を備える必要があることが、

同時に、企画、イベント時のチラシや POP、ポ

スター作成、選書等、学生が参画したイベント

等については概ねその集客効果が現れており、

今後、広報の有効な手段の一つとして学生協働

の機会やシステムを構築することが必要であ

ることが述べられました。 

又、学外者への利用促進を図る手段として、

学外施設でのイベントや展示会の開催に効果

が見られることが述べられました。大学の知名

度を広めていくこと、即ち「ブランディング」

は、大学自体の広報に留まらず、これからの図

書館広報においても重要な広報手段として位

置付けられるものと思われます。 

最後に、質の高い環境やサービスを提供した

としても、図書館に入館してもらわない限り図

書館の利用は向上しません。今回の実務担当者

会では、私たちの大学が取り組んでいる広報に

ついて、その成果や効果が現れている事項、そ

こに潜在するニーズや要因の掘り起こし、課題

や原因の問答から、「学生が目を向ける媒体の

活用」、「学生参画による協働意識の活用」「学

外への PR の場としての学外施設の活用」を導

くことができました。図書館の利用者の向上を

図るべく広報の有効戦略への取組の一助とな

れば幸いです。 

森山伸一（防衛大学校）、野依なおみ（神奈川

工科大学）、長坂功（慶應義塾大学湘南藤沢メ

ディアセンター）、奥原由美子（専修大学）、原

真由美（横浜女子短期大学）、山本耕三（相模

女子大学） 
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